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機能しているという。第 3 章においては、中国における約款の司法的規制を、第 4 章においては中国における約款の
立法法および行政的規制を検討している。中国法は消費者を弱者として位置づけ、約款の契約への取り入れについて
は契約法に明文の規定はないが、免責事項については解釈によって開示を契約の取り入れ条件にしている。また、特
定の契約類型に対する細かな行政法規が存在する。それに対して、上海市はイギリス型の行政的規制を試みているこ
とを紹介している。最後に第 5 章において、イギリス、日本の約款規制方法が中国にどのような示唆を与えうるのか、
それを受けて中国における約款規制の改善策を探究する。日本など大陸法諸国のように、行政機関を約款規制の中心
にすえるのではなく、消費者団体への団体訴権の導入により司法的規制の限界を補うという試案が中国でも出されて
いるという。一方では、イギリスのような行政的規制が成果を上げていると評価する。
以上が本論文の内容であるが、評価できる点は次の点にあると思われる。第 1 に、イギリス法および日本法の約款
規制の発展状況を的確に把握している。第 2 に、中国における約款規制を司法、立法、行政の側面から紹介し、特徴
を指摘していることは有益である。上海における新しい約款規制の試みを紹介している点も興味深い。第 3 に、比較
法を基礎に中国法への示唆を得ょうとしている点は、オーソドックスな手法を用いているといえ、安定感がある。第
4 に、著者は中国からの留学生であるが、その日本語はこなれており、明快である。
以上、本論文は、博士論文としての水準をクリアするレベルの高い研究として評価できるといえる。
ヮ“? ?
